
【償却資産申告書 記載例】 
 ◎資産の種類別取得価格と 1〜18 の 

各項目に記入してください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

前回申告の取得価
格等の合計が印字
されています。 

令和 7 年中に減少
した資産の取得額
を資産の種類別に
合計し記入します。 

令和 7 年中に取得
した資産の取得額
を資産の種類別に
合計し記入します。 

前年中の減少分と増
加分を加減算し、現
所有資産の合計額を
算出します。 

企業の電算処理方式により申告される方以外は記入不要です。 

住所・氏名(法人名)・連絡先等を記入します。 
個人の方で、屋号(通称名、商店名等)があれば記
入してください。※押印不要です。 

各項目に記入します。 
※個人の方は、マイナンバ
ーを記入してください。 

該当する項目に〇を
つけてください。 

複数の所在地がある場合は、主とな
る事業所に〇をつけてください。 

該当項目に〇を
つけ、必要事項
を記入します。 

該当の項目に〇をします。 
前年から変更が無ければ①又は③に〇。④ ⑤にはそ
の変更日も記入してください。 
その他、異動の内容や添付書類、通知送付先や納税管
理人、特記事項、参考事項等を記入してください。 

押印不要 



【償却資産種類別明細書 記載例】※資産に増減等があった場合、もしくは、初めて申告される方のみ提出してください。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【異動区分】該当する区分の数字に〇を書いてください。（1.新規取得等 2.前年申告内容の訂正等 3.廃棄・売却等 4.誤って申告した資産の削除訂正等） 
【資産の種類】次の１〜６のうち、該当する資産の種類番号を記入してください。 

1.構築物、2.機械及び装置、3.船舶、4.航空機、5.車両及び運搬具、6.工具・機具・備品 
【取得年月】年号：令和「５」平成「４」昭和「３」（例：令和 7 年 4 月→｜5｜7｜4｜）。年月は資産を取得した年月を記入してください。 

ただし、１月１日に取得した場合はその前年の 12 月を取得年月とします。…令和 8 年 1 月 1 日に取得した資産も今回の申告対象となります。 
【耐用年数・減価残存率】「減価償却資産の耐用年数等に関する省令に掲げる耐用年数表」及び「固定資産評価基準別表 耐用年数に応ずる減価残存率表」

等を参照いただき記入してください。なお、中古資産について、見積耐用年数等を適用している場合はその年数を記入してください。 
【価格・特例他】明細書のうち「価格」「課税標準の特例」「課税標準額」は、企業の電算処理方式により申告される方以外は記入しないでください。 
【減少区分】該当の減少区分に〇を書いてください。一部減少の場合は、対象資産の「数量」や「取得価格」に二重線を引き、加筆修正してください。全部

減少の場合は、「資産の名称」から「課税標準額」欄までを二重線で消してください。 
【増加事由】次の中から該当する事由の番号を記入してください。：1.新品取得、2.中古品取得、3.移動による受け入れ、4.その他 
【摘 要】当該資産について、異動理由、増加事由でその他を選択した場合の事由、減少の場合の事由や売却先・移動先、その他特記事項がある場合に 

その旨を記入してください。 
※初めて申告される方は、1 月 1 日現在所有しているすべての資産を記入してください。※加除訂正は赤ボールペンを使用してください。 


